
一
般
会
計
・
特
別
会
計
・
企
業
会
計
を
合
わ
せ

対
前
年
度
21
億
4
，3
9
7
万
１
千
円
、８
・
３
％
減
の
緊
縮
予
算

平
成
19
年
度　

わ
た
し
た
ち
の
ま
ち
の
予
算

平
成
19
年
度　

わ
た
し
た
ち
の
ま
ち
の
予
算

会 計 名 平成19年度予算額 平成18年度予算額 増減額 増減率

一 般 会 計 129億3,740万円 136億1,310万円 ▲6億7,570万円 ▲5.0%

特 別 会 計 90億6,749万2千円 105億3,844万7千円 ▲14億7,095万5千円 ▲14.0%

企 業 会 計 16億9,974万7千円 16億9,706万3千円 268万4千円  0.2%

合 計 237億463万9千円 258億4,861万円 ▲21億4,397万1千円 ▲8.3%

■ 

一
般
会
計 

■

　

一
般
会
計
は
、
町
の
会

計
の
中
心
を
な
す
も
の

で
、
福
祉
、
衛
生
、
産
業
、

観
光
、
道
路
、
消
防
、
教

育
な
ど
の
行
政
運
営
に
使

わ
れ
る
経
費
を
経
理
す
る

会
計
で
す
。

　

一
般
会
計
の
当
初
予

算
額
は
1
2
9
億
3
，

7
4
0
万
円
で
、
前
年
度

と
比
べ
6
億
7
，5
7
0
万

円
、
5・
0
%
の
減
と
な

っ
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
に

は
町
債
（
借
入
金
）
の
繰

上
償
還
7
億
2
，3
2
0
万

円
が
計
上
さ
れ
て
い
る

た
め
、
こ
の
繰
上
償
還
を

除
く
と
、
実
質
的
な
予

算
規
模
は
1
2
2
億
1
，

4
2
0
万
円
で
、
前
年
度

と
比
べ
13
億
9
，8
9
0
万

円
、
10
・
3
%
の
大
幅
な

減
と
な
り
ま
す
。

 当初予算の規模は…

■ 

特
別
会
計 

■

会 計 名 平成19年度予算額 平成18年度予算額 増減額 増減率

国民健康保険事業 21億7,148万4千円 21億8,267万8千円 ▲1,119万4千円  ▲0.5%

老 人 保 健 事 業 25億6,699万7千円 28億2,721万円 ▲2億6,021万3千円 ▲9.2%

介 護 保 険 事 業  17億7,283万円 19億712万3千円 ▲1億3,429万3千円 ▲7.0%

介護サービス事業 廃止 1億6,362万円 ▲1億6,362万円  ▲100.0%

簡 易 水 道 事 業 8億7,012万6千円 11億5,401万9千円 ▲2億8,389万3千円 ▲24.6%

公 共 下 水 道 事 業 9億7,116万円 10億3,965万3千円 ▲6,849万3千円 ▲6.6%

集 落 排 水 事 業 6億2,008万6千円 10億2,721万7千円 ▲4億713万1千円 ▲39.6%

温 泉 事 業  6,771万円 1億9,524万1千円 ▲1億2,753万1千円 ▲65.3%

農林漁業体験実習館事業 2,709万9千円 4,168万6千円 ▲1,458万7千円 ▲35.0%

合 計 90億6,749万2千円 105億3,844万7千円 ▲14億7,095万5千円 ▲14.0%
※訪問介護・居宅介護支援・通所介護サービスの提供などを経理する介護サービス事業特別会計は、
　平成18年度をもって廃止されました。

　

特
別
会
計
は
、
特
定
の
事
業

を
行
う
場
合
、
そ
の
収
支
を
明

確
に
す
る
た
め
、
一
般
会
計
の

収
支
と
は
別
に
こ
れ
ら
特
定
の

事
業
を
経
理
す
る
会
計
で
す
。

　

特
別
会
計
全
体
の
当
初
予
算

額
は
90
億
6
，7
4
9
万
2
千

円
で
、
前
年
度
と
比
べ
14
億
7
，

0
9
5
万
5
千
円
、
14
・
0
%

の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
は
、
老
人
保
健
事
業
特

別
会
計
で
の
老
人
医
療
給
付

費
、
介
護
保
険
事
業
特
別
会
計

で
の
介
護
保
険
給
付
費
、
簡
易

水
道
事
業
特
別
会
計
で
の
織
田

地
区
統
合
簡
易
水
道
事
業
費
、

集
落
排
水
事
業
特
別
会
計
で
の

越
前
米
ノ
地
区
漁
業
集
落
環
境

整
備
事
業
費
の
減
な
ど
が
主
な

要
因
で
す
。

　

企
業
会
計
は
、
収
益

の
あ
る
事
業
を
経
理
す

る
会
計
で
す
。

　

企
業
会
計
全
体
の
当

初
予
算
額
は
16
億
9
，

9
7
4
万
7
千
円

で
、
前
年
度
と
比
べ

2
6
8
万
4
千
円
、

0
・
2
%
の
増
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

こ
れ
は
、
上
水
道
事

業
会
計
で
の
日
野
川
地

区
水
道
用
水
受
水
費
や

糸
生
地
区
の
一
部
の
施

設
管
理
が
簡
易
水
道
事

業
特
別
会
計
か
ら
移
管

さ
れ
た
こ
と
に
よ
る

増
、
国
民
健
康
保
険
病

院
事
業
会
計
で
の
病
児

保
育
室
等
整
備
事
業
費

の
減
な
ど
が
主
な
要
因

で
す
。

■ 

企
業
会
計 

■

会 計 名 平成19年度予算額 平成18年度予算額 増減額 増減率

上 水 道 事 業 3億5,185万2千円 2億5,933万8千円 9,251万4千円 35.7%

国 民 宿 舎 事 業 1億4,593万5千円 1億4,642万5千円 ▲49万円 ▲0.3%

国民健康保険病院事業 12億196万円 12億9,130万円 ▲8,934万円 ▲6.9%

合 計 16億9,974万7千円 16億9,706万3千円 268万4千円 0.2%
※予算額は、収益的支出と資本的支出の予算額を合計した額です。
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重
点
施
策

住
み
や
す
い
ま
ち
を
演
出
す
る

都
市
基
盤
・
公
共
施
設
の
充
実

•
国
道
・
県
道
・
町
道
の
改
良

促
進
な
ど
に
よ
る
道
路
網
の

整
備

•
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
・
デ
マ

ン
ド
タ
ク
シ
ー
・
路
線
バ
ス

運
行
の
利
便
性
の
向
上
な
ど

に
よ
る
公
共
交
通
の
充
実

 

健
全
で
持
続
可
能
な

 

財
政
構
造
の
確
立

　

本
町
の
財
政
状
況
は
、
平
成

17
年
度
決
算
で
み
る
と
、
財
政

構
造
の
弾
力
性
を
示
す
経
常
収

支
比
率
が
96
・
3
%
と
高
く
、

財
政
体
質
の
硬
直
化
が
進
ん
で

い
ま
す
。

　

ま
た
、
平
成
18
年
度
か
ら
地

方
債
の
許
可
制
度
が
協
議
制
度

へ
移
行
し
た
こ
と
に
伴
い
、
町

税
や
地
方
交
付
税
の
よ
う
に
使

途
が
特
定
さ
れ
て
お
ら
ず
毎
年

度
経
常
的
に
収
入
さ
れ
る
財
源

の
う
ち
、「
一
般
会
計
な
ど
の

公
債
費
（
借
入
金
の
償
還
額
）」

や
「
上
下
水
道
・
病
院
な
ど
の

特
別
会
計
・
企
業
会
計
の
公
債

費
に
対
す
る
一
般
会
計
か
ら
の

繰
出
金
な
ど
の
公
債
費
に
準
ず

る
も
の
を
含
め
た
実
質
的
な
公

債
費
相
当
額
」
に
充
当
さ
れ
た

も
の
の
占
め
る
割
合
が
ど
の
程

度
の
水
準
で
あ
る
か
を
測
る
指

標
と
し
て
導
入
さ
れ
た
実
質
公

債
費
比
率
は
、
町
債
の
借
入
に

あ
た
り
知
事
の
許
可
が
必
要
と

な
る
比
率
18
%
を
上
回
る
24
・

1
%
と
高
い
率
を
示
し
ま
し

た
。

　

こ
の
た
め
、
平
成
19
年
度
当

初
予
算
は
、
平
成
18
年
度
を
財

政
構
造
改
革
元
年
と
位
置
づ

け
、
公
債
費
負
担
適
正
化
計
画

に
基
づ
き
公
債
費
負
担
の
低
減

の
た
め
の
措
置
を
早
期
に
講
じ

る
と
と
も
に
、
向
こ
う
5
年
程

度
を
目
標
に
、
事
務
事
業
の
抜

本
的
な
見
直
し
を
行
う
こ
と
な

ど
に
よ
り
財
政
構
造
改
革
へ
の

取
組
を
強
化
し
、
健
全
で
持
続

可
能
な
財
政
構
造
を
確
立
す
る

予
算
と
し
ま
し
た
。

 

総
合
振
興
計
画
の

 

着
実
な
推
進

　

昨
年
度
に
は
、
計
画
期
間

を
平
成
27
年
度
ま
で
の
10
年
間

と
し
た
「
第
一
次
越
前
町
総
合

振
興
計
画
」
が
策
定
さ
れ
ま

し
た
。
町
で
は
、
こ
の
計
画
に

沿
っ
て
、
町
の
将
来
像
で
あ
る

「
人
と
技　
海み

土ど

里り　

織
り

な
す 

快
適
な
ま
ち
〜
越
前 

E

－tow
n brand 

の
創
造 

〜
」
の
実
現
に
向
け
て
、
こ

の
計
画
に
盛
り
込
ま
れ
た
施
策

を
着
実
に
展
開
す
る
こ
と
に
よ

り
、
町
民
の
心
を
一
つ
に
結
集

し
越
前
町
の
限
り
な
い
発
展
を

目
指
し
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
平
成
19
年
度
当

初
予
算
は
、
緊
急
に
取
り
組
む

べ
き
課
題
に
重
点
を
置
い
て
施

策
の
絞
込
み
を
行
い
、
こ
れ
ら

重
点
施
策
に
予
算
を
重
点
的
に

配
分
す
る
こ
と
に
よ
り
、
総
合

振
興
計
画
を
着
実
に
推
進
す
る

予
算
と
し
ま
し
た
。

 

当
初
予
算
の
特
徴
は
…

デマンド型フレンドリー号

く
ら
し
の
安
全
確
保

•
河
川
・
急
傾
斜
地
の
水
害
・

土
砂
災
害
対
策
な
ど
に
よ
る

災
害
の
予
防

•
洪
水
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
作

成
な
ど
に
よ
る
防
災
・
救
急

体
制
の
充
実

安
心
し
て
暮
ら
し
続
け
ら
れ
る

保
健
・
医
療
と
福
祉
の
充
実

•
織
田
病
院
の
医
療
機
器
の
整

備
な
ど
に
よ
る
医
療
環
境
の

充
実

•
病
児
・
病
後
児
の
保
育
や

特
定
不
妊
治
療
に
対
す
る
経

済
的
支
援
な
ど
に
よ
る
子
育

て
・
少
子
化
対
策
の
充
実

町
民
主
体
の
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

•
男
女
共
同
参
画
宣
言
都
市
奨

励
事
業
の
実
施
や
男
女
共
同

参
画
意
識
の
高
揚
な
ど
に
よ

る
男
女
共
同
参
画
社
会
の
推

進
次
世
代
を
担
う
人
材
育
成

•
朝
日
中
学
校
（
仮
称
）
の
整

備
な
ど
に
よ
る
学
校
教
育
環

境
の
充
実

•
国
際
交
流
協
会
活
動
の
促
進

と
友
好
姉
妹
都
市
交
流
の
充

実
な
ど
に
よ
る
国
際
交
流
の

推
進

地
域
資
源
と
共
生
す
る
産
業
の

振
興

•
担
い
手
・
生
産
組
合
・
環
境

に
や
さ
し
い
農
業
の
支
援
や

農
業
生
産
基
盤
の
整
備
に
よ

る
農
業
の
振
興

•
漁
港
・
漁
場
や
漁
村
環
境
の

整
備
に
よ
る
水
産
業
の
振
興

•
越
前
焼
新
商
品
開
発
の
促
進
な

ど
に
よ
る
伝
統
産
業
の
振
興

水位が上昇した天王川（平成18年7月）病後児保育室（織田保育所）

国際交流フェスティバル（平成18年11月） 男女共同参画のつどい（平成18年9月）

越前焼
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一
般
会
計
予
算
の
概
要
は
…

　

個
人
町
民
税
は
、
税
制
改

正
に
よ
る
定
率
減
税
の
廃

止
や
所
得
税
か
ら
個
人
住
民

税
へ
の
税
源
移
譲
な
ど
に
よ

り
、
前
年
度
と
比
べ
2
億
2
，

5
8
1
万
6
千
円
の
大
幅
な
増

（
対
前
年
度
比
3
1
・
9
%
増
）

を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

法
人
町
民
税
も
、
企
業
収
益

が
引
き
続
き
順
調
に
推
移
す
る

こ
と
な
ど
を
見
込
み
、
前
年
度

と
比
べ
7
，1
0
0
万
円
の
増

（
対
前
年
度
比
43
・
5
%
増
）

を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

固
定
資
産
税
は
、
前
年
度
決

算
見
込
み
な
ど
を
勘
案
し
、
前

年
度
と
比
べ
3
，1
0
0
万
円

の
増
（
対
前
年
度
比
3
・
1
%

増
）
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

 

歳
入 
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…

　

町
税
が
大
幅
に
増
加 

　
　
　

対
前
年
度
3
億
2
，3
0
8
万
1
千
円
の
増

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
対
前
年
度
比
15
・
9
%
増
）

　

地
方
交
付
税
が
減
少

　
　
　

対
前
年
度
3
億
2
，0
0
0
万
円
の
減

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
対
前
年
度
比
5
・
5
%
減
）

　

普
通
交
付
税
は
、
国
の
地
方

財
政
計
画
の
伸
び
率
4
・
4
%

減
、
合
併
が
な
か
っ
た
も
の
と

し
て
旧
4
町
村
の
算
定
額
を
基

礎
と
し
て
算
定
す
る
合
併
算
定

替
、
人
口
と
面
積
を
基
本
と
し

た
新
し
い
基
準
に
よ
る
新
型
交

付
税
の
導
入
に
よ
る
影
響
を
勘

案
す
る
一
方
で
、
町
税
収
入

の
大
幅
な
増
が
見
込
ま
れ
る
こ

と
な
ど
か
ら
、
前
年
度
と
比
べ

2
億
7
，0
0
0
万
円
の
減
（
対

前
年
度
比
5
・
5
%
減
）
を
見

込
ん
で
い
ま
す
。

　

特
別
交
付
税
も
、
平
成
17
年

度
の
決
算
額
を
ベ
ー
ス
に
、
国

の
地
方
財
政
計
画
の
伸
び
率

4
・
4
%
減
、
合
併
後
の
新
た

な
ま
ち
づ
く
り
の
た
め
の
需
要

に
伴
う
加
算
措
置
の
減
な
ど
を

勘
案
し
、
前
年
度
と
比
べ
5
，

0
0
0
万
円
の
減
（
対
前
年
度

比
5
・
3
%
減
）
を
見
込
ん
で

い
ま
す
。

　

町
債
の
発
行
を
抑
制

　
　
　

対
前
年
度
13
億
7
，3
0
0
万
円
の
減

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
対
前
年
度
比
67
・
2
%
減
）

　

町
債
（
借
入
金
）
は
、
財

政
構
造
改
革
の
一
環
と
し
て

公
債
費
負
担
の
低
減
を
図
る
た

め
発
行
を
抑
制
し
、
6
億
7
，

1
3
0
万
円
を
計
上
し
て
い
ま

す
。
こ
の
結
果
、
歳
入
全
体
に

占
め
る
町
債
の
割
合
（
町
債

依
存
度
）
は
、
前
年
度
と
比
べ

9
・
8
%
低
下
し
5
・
2
%
と
な

り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
町
債
の
発
行
を
、
繰

上
償
還
を
除
い
た
公
債
費
の
範

囲
内
に
収
め
た
こ
と
に
よ
り
、

公
債
費
か
ら
利
払
い
額
を
除
い

た
元
金
償
還
額
に
つ
い
て
、
プ

ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
※
1
を

黒
字
に
す
る
と
と
も
に
、
町
債

残
高
を
減
少
さ
せ
ま
し
た
。

※
1
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
と

は
、
町
債
の
公
債
費
（
通
常
は
元

金
と
利
払
い
額
を
合
わ
せ
た
償
還

額
）
を
除
い
た
歳
出
（
現
在
の
行

政
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
必
要
な
経

費
）
が
町
債
を
除
い
た
歳
入
（
町

税
収
入
な
ど
の
収
入
）
で
賄
え
て

い
る
か
ど
う
か
を
示
す
財
政
収
支

の
こ
と
で
す
。
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ

ラ
ン
ス
が
黒
字
に
な
れ
ば
、
徐
々

に
町
債
の
残
高
が
減
少
し
て
い
き

ま
す
。

………………………… プライマリーバランス …………………………

一般会計
プライマリーバランス②－①

町債計上額① 元金償還額（繰上償還を除く）②

6億7,130万円 16億3,186万3千円 9億6,056万3千円

……………………………… 町債残高 ………………………………

区分 平成19年度末見込み 平成18年度末見込み 増減額 増減率

一般会計 174億905万5千円 190億9,281万8千円 ▲16億8,376万3千円 ▲8.8%

町民一人当たり 70万4千円 77万2千円 ▲6万8千円

特別会計・企業会計 161億1,925万2千円 166億7,662万円 ▲ 5億5,736万8千円 ▲3.3%

合計 335億2,830万7千円 357億6,943万8千円 ▲22億4,113万1千円 ▲6.3%
※一般会計の町民一人あたりの町債残高は、平成19年3月1日現在の人口（24,730人）で割った額です。

 

財
政
調
整
基
金
を

　
　
　
　

 　

取
り
崩
し

　

取
り
崩
し

　

7
億
2
，3
2
0
万
円
は

　

全
額
を
町
債
の
繰
上
償
還
に

　

財
政
調
整
基
金
※
2
は
、
7
億
2
，

3
2
0
万
円
の
取
り
崩
し
を
計

上
し
、
全
額
を
町
債
の
繰
上
償
還

7
億
2
，3
2
0
万
円
に
充
て
て
い

ま
す
。

※
２
財
政
調
整
基
金
は
、
財
源
が
著
し

く
不
足
す
る
場
合
や
災
害
な
ど
に
よ
る

予
期
し
な
い
支
出
に
備
え
積
み
立
て
て

い
る
、
い
わ
ば
町
の
貯
金
に
当
た
る
も

の
で
す
。

 ……… 財政調整基金残高 ………

平成19年度末見込み 平成18年度末見込み

5億4,799万円 12億7,059万円

増減額 増減率

▲7億2,260万円 ▲56.9%
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歳
出
【
目
的
別
内
訳
】
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…

　

ほ
と
ん
ど
の
経
費
が
減
少 

　
　
　

消
防
費
、
公
債
費
な
ど
は
増
加前

年
度
比
10
・
5
%
減
）
と

な
っ
て
い
ま
す
。

•
商
工
費
は
、
イ
ベ
ン
ト
や
ま

つ
り
の
開
催
の
見
直
し
な
ど

に
よ
り
、前
年
度
と
比
べ
5
，

3
3
9
万
3
千
円
の
減
（
対

前
年
度
比
10
・
1
%
減
）
と

な
っ
て
い
ま
す
。

□
減
少
し
た
経
費

•
総
務
費
は
、
携
帯
電
話
サ

ー
ビ
ス
の
鉄
塔
施
設
整
備
費

や
丹
南
広
域
組
合
に
対
す
る

負
担
金
の
減
な
ど
に
よ
り
、

前
年
度
と
比
べ
1
億
3
，

1
1
5
万
9
千
円
の
減
（
対

地方交付税
55億3,000万円
（42.7％）

依存財源
83億1,262万4千円

（64.3％）

歳　入
129億3,740万円
（100％）

自主財源
46億2,477万6千円

（35.7％）

分担金及び負担金
３億6,965万1千円

（2.8％）

諸収入
１億6,823万5千円

（1.3％）

財産収入
1億2,747万2千円

（1.0％）

繰入金
12億778万7千円

（9.3％）

繰越金
２億5,700万円
（2.0％）

使用料及び手数料
１億4,450万7千円

（1.1％）

地方特例交付金
2,000万円（0.2％）

自動車取得税交付金
7,100万円（0.5％）

利子割交付金
1,300万円（0.1％）

配当割交付金
800万円（0.1％）

株式等譲渡所得割交付金
600万円（0.0％）

交通安全対策特別交付金
200万円（0.0％）

国庫支出金
6億209万4千円
（4.7％）

県支出金
10億4,223万円
（8.1％）

町税
23億5,012万4千円

（18.2％）

地方消費税交付金
2億1,000万円
（1.6％）

地方譲与税
1億3,700万円
（1.1％）

町債
6億7,130万円
（5.2％）

•
土
木
費
は
、
道
路
改
良
費
、

河
川
補
修
費
、
公
共
下
水

道
事
業
特
別
会
計
へ
の
繰

出
金
の
減
な
ど
に
よ
り
、

前
年
度
と
比
べ
1
億
6
，

5
3
4
万
8
千
円
の
減
（
対

前
年
度
比
10
・
7
%
減
）
と

な
っ
て
い
ま
す
。

•
教
育
費
は
、朝
日
中
学
校（
仮

称
）
の
校
舎
・
体
育
館
建
設

費
が
増
と
な
る
も
の
の
、
人

工
芝
ホ
ッ
ケ
ー
場
コ
ー
ト
の

整
備
費
の
減
や
各
小
・
中

学
校
の
維
持
管
理
費
の
節
減

な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
と
比

べ
5
億
6
，9
2
7
万
2
千

円
の
減
（
対
前
年
度
比
22
・

6
%
減
）と
な
っ
て
い
ま
す
。

□
増
加
し
た
経
費

•
消
防
費
は
、
越
前
地
区
の
防

災
行
政
無
線
整
備
費
の
増
な

ど
に
よ
り
、
前
年
度
と
比
べ

6
，9
9
8
万
5
千
円
の
増

（
対
前
年
度
比
13
・
8
%
増
）

と
な
っ
て
い
ま
す
。

•
公
債
費
は
、
町
債
の
繰
上

償
還
7
億
2
，3
2
0
万

円
を
計
上
し
た
こ
と
な
ど

に
よ
り
、
前
年
度
と
比
べ

4
億
4
，8
0
5
万
5
千
円

の
増
（
対
前
年
度
比
20
・

1
%
増
）と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
繰
上
償
還
を
除
く
と
、

実
質
的
に
は
定
時
償
還
で
、

前
年
度
と
比
べ
2
億
7
，

5
1
4
万
8
千
円
の
減
（
対

前
年
度
比
12
・
3
%
減
）
と

な
っ
て
い
ま
す
。

総務費
11億2,321万5千円

（8.7％）

民生費
25億4,398万2千円

（19.7％）

予備費
1,000万円
（0.1％）

諸支出金
2,850万1千円
（0.2％）

商工費
4億7,423万9千円

（3.7％）

労働費
4,946万4千円
（0.4％）

歳　出
【目的別】
129億3,740万円
（100％）

衛生費
8億4,254万3千円

（6.5％）

農林水産業費
11億2,794万1千円

（8.7％）

議会費
１億4,180万円
（1.1％）

土木費
13億7,538万5千円

（10.6％）

消防費
５億7,572万6千円

（4.4％）

教育費
19億4,523万3千円

（15.0％）

公債費
26億8,116万円
（20.7％）

災害復旧費
1,821万1千円
（0.2％）

↓

↓
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歳
出
【
性
質
別
内
訳
】
…
…
…
…
…

□
義
務
的
経
費

　

人
件
費
を
縮
減

　
　
　

一
般
会
計
で
は
対
前
年
度
2
，1
1
6
万
1
千
円
の
減

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
対
前
年
度
比
1
・
0
%
減
）

　

人
件
費
は
、
特
別
職
（
町
長
、
副
町
長
、
教
育
長
）
の
給

与
・
職
員
数
の
削
減
な
ど
に
よ
り
縮
減
に
努
め
、
一
般
会
計
で
は

21
億
5
，1
0
0
万
7
千
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

町
債
の
繰
上
償
還
を
実
施

　
　
　

繰
上
償
還
7
億
2
，3
2
0
万
円

　

公
債
費
は
、
繰
上
償
還
7
億
2
，3
2
0
万
円
を
計
上
し
た
た
め

大
き
く
増
加
し
、
26
億
8
，1
1
5
万
7
千
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

□
投
資
的
経
費

　

普
通
建
設
事
業
費
を
抑
制

　
　
　

対
前
年
度
6
億
4
，9
6
3
万
9
千
円
の
減

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
対
前
年
度
比
24
・
7
%
減
）

　

普
通
建
設
事
業
費
は
、
人
工
芝
ホ
ッ
ケ
ー
場
ス
タ
ン
ド
・
管
理

棟
と
鯖
江
・
丹
生
消
防
組
合
丹
生
分
署
（
仮
称
）
の
建
設
を
見
送

る
こ
と
な
ど
に
よ
り
抑
制
を
図
り
、
19
億
8
，4
2
6
万
2
千
円
を

計
上
し
て
い
ま
す
。

　

国
の
補
助
金
の
交
付
を
受
け
て
行
う
〝
補
助
事
業
費
〞
は

6
億
8
，2
9
0
万
8
千
円
を
計
上
し
、
漁
港
改
良
事
業
費
や
朝
日

中
学
校
（
仮
称
）
建
設
事
業
費
の
増
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
と
比

べ
4
億
1
，9
0
6
万
8
千
円
の
増
（
対
前
年
度
比
1
5
8
・
8
%

増
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。
一
方
、
国
の
補
助
を
受
け
ず
に
行
う
〝
単

独
事
業
費
〞
は
11
億
4
，4
4
4
万
8
千
円
を
計
上
し
、
前
年
度
と

比
べ
10
億
5
，6
5
4
万
5
千
円
の
減
（
対
前
年
度
比
48
・
0
%
減
）

と
な
っ
て
い
ま
す
。

□
そ
の
他
の
経
費

　

事
務
の
執
行
費
や

　
　

施
設
の
補
修
費
な
ど
を
削
減

　
　
　
　

物
件
費
と
維
持
補
修
費
で

　
　
　
　
　

対
前
年
度
1
億
7
，9
9
4
万
円
の
減

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
対
前
年
度
比
9
・
4
%
減
）

　

物
件
費
（
賃
金
、
光
熱
水
費
、
委
託
料
、
使
用
料
な
ど
の
事
務

の
執
行
費
や
施
設
の
管
理
費
）
は
、
対
前
年
度
比
5
%
削
減
と
し

て
予
算
を
編
成
し
、
前
年
度
と
比
べ
1
億
5
，
0
1
3
万
2
千
円

の
減
（
対
前
年
度
比
8
・
5
%
減
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

維
持
補
修
費
（
庁
舎
・
道
路
な
ど
の
公
共
施
設
の
補
修
費
）
は
、

対
前
年
度
比
10
%
の
削
減
と
し
て
予
算
を
編
成
し
、
前
年
度
と
比

べ
2
，9
8
0
万
8
千
円
の
減
（
対
前
年
度
比
20
・
4
%
減
）
と
な

っ
て
い
ま
す

　
イ
ベ
ン
ト
・
ま
つ
り
な
ど
の
補
助
金
の
見
直
し

　
　
　
　

補
助
費
等
で
1
億
6
0
3
万
4
千
円
の
減

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
対
前
年
度
比
6
・
3
%
減
）

　

補
助
費
等
（
団
体
・
事
業
な
ど
に
対
す
る
負
担
金
・
補
助
金
、

ご
み
処
理
・
消
防
な
ど
の
一
部
事
務
組
合
や
上
水
道
・
国
民
健
康

保
険
病
院
の
企
業
会
計
に
対
す
る
負
担
金
な
ど
）
は
、
団
体
・
管

理
公
社
・
イ
ベ
ン
ト
・
ま
つ
り
な
ど
に
対
す
る
補
助
金
を
見
直
し

削
減
し
た
こ
と
、
丹
南
広
域
組
合
や
鯖
江
・
丹
生
消
防
組
合
に
対

す
る
負
担
金
が
減
と
な
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
と
比
べ

1
億
6
0
3
万
4
千
円
の
減
（
対
前
年
度
比
6
・
3
%
減
）
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

特
別
会
計
に
対
す
る
繰
出
金
の
抑
制

　
　
　

繰
出
金
で
対
前
年
度
1
億
6
，7
1
8
万
9
千
円
の
減

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
対
前
年
度
比
9
・
2
%
減
）

　

繰
出
金
（
国
民
健
康
保
険
、

老
人
保
健
、
介
護
保
険
、
簡

易
水
道
、
公
共
下
水
道
、
集
落

排
水
な
ど
の
特
別
会
計
へ
の

支
出
）
は
、
老
人
医
療
給
付
費

や
介
護
保
険
給
付
費
の
減
と

と
も
に
、
簡
易
水
道
・
下
水

道
使
用
料
の
改
定
や
施
設
の
維

持
管
理
費
の
削
減
な
ど
に
よ

り
、
前
年
度
と
比
べ
1
億
6
，

7
1
8
万
9
千
円
の
減
（
対
前

年
度
比
9
・
2
%
減
）
と
な
っ

て
い
ま
す
。

普通建設事業費
19億8,426万2千円

（15.3％）

物件費
16億1,567万8千円

（12.5％）

貸付金
4,660万円
（0.4％）

予備費
1,000万円
（0.1％）

災害復旧費
1,821万1千円
（0.2％）

歳　出
【性質別】
129億3,740万円
（100％）

義務的経費
58億9,646万５千円

（45.6％）

その他の経費
50億3,846万2千円

（38.9％）

投資的経費
20億247万3千円
（15.5％）

人件費
21億5,100万7千円

（16.6％）

扶助費
10億6,430万1千円

（8.3％）

公債費
26億8,115万7千円

（20.7％）

維持補修費
１億1,601万3千円

（0.9％）

補助費等
15億7,135万8千円

（12.1％）

繰出金
16億4,738万1千円

（12.7％）

積立金
3,143万2千円
（0.2％）

広報えちぜん 6

町債
27,145円

公債費
108,417円

総務費
45,419円

民生費
102,870円

土木費
55,616円

教育費
78,659円

議会費
5,734円

諸支出金
1,153円

消防費
23,281円

農林水産業費
45,610円

労働費
2,000円

商工費
19,177円

災害復旧費
736円

予備費
404円

※町民１人当たりの金額は、平成19年３月１日現在の
　人口（24,730人）で割った額です。

●　●　●　●　町民１人当たりの財源は？　●　●　●　●

町税 95,031円

繰入金
48,839円

地方交付税 223,615円

国庫・県支出金
66,491円

衛生費
34,070円

町民１人当たりの予算の使いみちは？（一般会計）

その他の収入
62,025円

7 広報えちぜん
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